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１．研究計画の概要 
 次の３つの事項を中心にして、図書館情報
学教育の質を高め、図書館情報専門職の社会
的ステータスを上げるための理論的実践的
研究を行う。 
(1)図書館情報学教育のカリキュラム開発お
よび教育方法の研究 
平成 21 年に文部科学省が公示予定の図書

館司書の新科目表にあわせて、これを図書館
情報学教育普及の重要な契機ととらえて、そ
のための実践的研究を行う。平成 15 年
LIPER提言のコア領域科目について、必要な
知識技能の再点検のための研究会活動を継
続し、それぞれの分野における既存のカリキ
ュラム内容の問題点を洗い出す。情報資源組
織化、遠隔教育の可能性、学校図書館関係専
門職などを中心に検討を進める。 
(2) 図書館情報学検定試験のための準備作業 
上記の実践的研究の重要な柱として図書

館情報学検定試験の実施可能性を検討する。
本格実施に先立ち、数年間、試行して、試験
方法の検討、問題作成と検討、評価方法、募
集や実施に関する評価を行う。また、本格実
施するために必要な社会的条件についての
研究を進める。 
(3) A-LIEP2009国際会議への取り組み 
日本の図書館情報学の国際的プレゼンス

向上とアジア太平洋地域の諸国の研究者と
の相互交流を目的として、アジア太平洋図書
館・情報教育国際会議（A-LIEP2009）の開
催に協力する。A-LIEP は本研究の前身から
生み出された国際会議でありすでにシンガ
ポール、台北で開催されているがこれを日本
で開催するための取り組みを行う。 
 

２．研究の進捗状況 
 4年計画の 3年目が終わった時点で、(1)の
なかでは、図書館情報学カリキュラムの研究
について文部科学省の司書養成科目の検討
と歩を合わせて進めてきた。学校図書館や遠
隔教育、情報資源組織化についてはそれぞれ
のグループでの検討がまとまってきている。 

(2)の検定試験についてはきわめて順調で
ある。19年度に 24問の試験問題を作成して
550名ほどの学生に受験してもらった結果を
綿密に分析した。20年度は問題数を 50問に
増やすとともに、個々の大学ではなく国内 3
箇所の受験場を指定したうえで実施した。そ
の結果、240名程度の受験者を迎えて試験実
施のシミュレーションを行うことができた。
2 度の試験の結果を分析することで、受験者
の学年、履修済みかどうか、専門課程と司書
課程の違い、地域などの変数と全得点、分野
ごとの得点との関係を詳細に分析すること
ができた。 

(3)の国際会議についてはちょうど本年 3
月に終了したところで、内外から 190名近く
の参加者を得て、図書館情報学教育を集中的
に議論する場をつくることができた。とくに
シンポジウムでは、アメリカ、デンマーク、
シンガポール、韓国から招致したゲストとと
もに図書館情報学教育と図書館情報学研究
の動向について意見交換を行い、日本の状況
についての説明も行った。このほか
A-LIEP2009では共同研究チーム関連で 4本
の報告を行っている。また、日本人の参加者
向けに上記の検定試験に関するワークショ
ップを開催した 
以上のように、ほぼ順調な進捗状況を示し
ているといえよう。 

研究種目：基盤研究（A） 

研究期間：2006 年－2009 年 

課題番号：18200016 

研究課題名（和文） 情報専門職養成をめざした図書館情報学教育の再編成 

研究課題名（英文） Reorganization of library and information science education aimed 

at training of information professionals 

  

研究代表者 根本 彰（NEMOTO AKIRA） 

東京大学・大学院教育学研究科・教授 

研究者番号：90172759 

 

 



３．現在までの達成度 
 第一に、カリキュラムと教育方法の検討に
ついてはすでに相当数の研究数を公表して
きたが、まだ、まとめて統一的な見解を出す
にはいたっていない。最終年にこの作業を行
う予定にしている。第二に、A-LIEP2009 の開
催を通じて、図書館情報学は従来日本国内に
閉じこもった状況があったが、この共同研究
をきっかけにして国際的な情報発信とアジ
ア諸国を中心とした相互コミュニケーショ
ンを可能にする体制をつくることができた
という意味で目標は達成されたといえる。第
三に、検定試験は準備の過程にあるが、これ
を通じて、従来の評価を避けた司書養成の状
況に新しいパラダイムを持ち込むことがで
きた。予定した効果は現れつつあるといえよ
う。 
この研究の実践的な意味であるが、この研

究の前身の共同研究が刺激となって、文部科
学省の司書養成カリキュラムに 60 年ぶりに
「大学における図書館の科目」の制度化をも
たらす力となったことは確かである。大学で
図書館の科目を実施するためには、大学関係
者による自発的な教育評価プログラムをつ
くることは当然であり、そのことを予見しつ
つこの研究を実施することができた。以上の
ように、戦後確立した司書養成のきわめて安
易な教育体制に、国際化とアカウンタビリテ
ィの外部的な指標と関係機関による共同的
な試験による評価という内部的な指標を導
入することで、実践的にも学術的にも新しい
状況をつくりつつあるところである。 
 
４．今後の研究の推進方策 
研究代表者は日本図書館情報学会会長を

務めていることから、検定試験の実施をとり
あえず 21 年度から学会の新規の事業として
採用することを計画している。つまり、これ
まで学術研究の一環として実験的に進めて
きたものを、対社会的に認知されるかたちで
公開の場で実施しようというものである。こ
れによって大きな責任が生じことは必須で、
そのための対策をとる必要があるが、この形
にもっていくことで、この研究は単なる学術
的な仮説から社会的な実験の段階へと進む
ことになる。 
そのために、今後はこの実践的な研究を総

合的にまとめて社会的に発信していくこと
を課題にする。すでに、研究成果を外部に示
すためのパネルディスカッションの実施、作
成した問題の解説集の出版、図書館情報学教
育の標準化をめざすための教科書執筆の企
画、本研究で不足していた図書館情報学教育
の理論的、歴史的側面からの研究といったこ
とを最後の年の研究課題として予定してい
る。 
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